
４ 精神保健医療福祉施策の推進 
について 





（１）精神保健福祉法の見直しについて 

 
○ 平成28年７月26日に相模原市の障害者支援施設で発生した殺傷事件についての検証・検討チームにおいて、
措置入院をした容疑者の退院後に医療等の支援が行われなかったことが課題としてあげられた。 

 

○  平成25年改正法の附則に医療保護入院の入院手続の在り方等について施行後３年の見直し規定が置かれ
ている。 

 
 
 
 
 

○ 精神保健指定医の指定の不正申請を行った者等について、平成28年10月に指定取消処分を行っており、再
発防止を図る必要がある。 ※処分対象者数：89人（申請者49人、指導医40人） 

１ 

 以下の項目について「これからの精神保健医療福祉のあり方に関する検討会」において検討中。 
                               （２月にとりまとめ予定。その後、通常国会への法案提出に向けて準備） 

措置入院者が退院後に医療等の継続的な支援を確実に受けられる仕組みの整備 

医療保護入院の入院手続等の見直し 

精神保健指定医に関する制度の見直し 

見直しの背景 

精神障害者の支援体制に関して関係機関が協議を行う場の設置 

附則第８条 政府は、この法律の施行後３年を目途として、新法の施行の状況並びに精神保健及び精神障害者の福祉を取り巻く環境の変
化を勘案し、医療保護入院における移送及び入院の手続の在り方、医療保護入院者の退院による地域における生活への移行を促進する
ための措置の在り方並びに精神科病院に係る入院中の処遇、退院等に関する精神障害者の意思決定及び意思の表明についての支援の
在り方について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 

※ 保健所及び精神保健福祉センターにおいて平成29年度に必要となる精神保健福祉士の配置に要する経費について、 
  地方財政措置を講じる方向で総務省と調整中。 
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「相模原市の障害者支援施設における事件の検証及び再発防止策検討チーム」報告書（概要） 

○ 今回の事件は障害者への一方的かつ身勝手な 
  偏見や差別意識が背景 

○ 偏見や差別意識を払拭し、「互いに人格と個性を尊重
しながら共生する社会」の実現に向けた取組を進めるこ
とが不可欠 

１ 共生社会の推進に向けた取組 

２ 退院後の医療等の継続支援の実施のために必要な対応 

検証を通じて明らかになった課題 

○  容疑者は、退院後に、医療機関や地方自治体 
     から医療等の支援を十分受けられず 
 

○ 入院中から措置解除後まで、患者が医療等の支援を
継続的に受け、地域で孤立することなく安心して生活で
きる仕組みの整備が必要 

○ 措置入院中から、都道府県知事等が 
  退院後支援計画を作成（退院後支援の関係者による 

     調整会議を開催） 

○ 措置入院先病院が退院後支援ニーズアセスメントを
実施。その結果を都道府県知事等に確実に 

    伝達 

○ 退院後は、退院後支援計画に沿って 

 保健所設置自治体が退院後支援全体を調整 

 （他の自治体に転出後も確実に引き継ぎ） 

○ 保健所等の人員体制等の充実 

再発防止策の方向性 

○ 「障害者週間」、政府広報などあらゆる機会を 
   活用し、政府の姿勢や障害者差別解消法の理念を周
知・啓発 

○ 学校教育をはじめあらゆる場での 

  「心のバリアフリー」の取組の充実 

○ 障害者の地域移行や地域生活の支援 

再発防止策の方向性 

検証を通じて明らかになった課題 
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○ 警察官通報が行われたもののうち、措置入院等につな
がった割合は地方自治体ごとにばらつき 

○ 措置入院の過程で認知された具体的な犯罪情報につ
いて、関係者間で情報共有する手続き等が協議されてい
ない 

○ グレーゾーン事例（※）があることについて、関係者が共
通認識を持つ必要   

  ※ 他害のおそれが精神障害によるものか判断が難しい事例 

○ 地域に開かれた施設という基本的な方針と安全確保
の両立を目指す必要 

○ 容疑者は施設の元職員。施設の職員が、心身ともに疲
弊して孤立することなく、やりがいや誇りを持って働ける
職場環境づくりが重要  

 

○ 措置診察等の判断に係るチェックポイントの作成 

○ 地域の関係者（自治体、警察、精神科医療関係者
等）の協議の場（※）を設置 

  ※ 措置診察に至るまでの地域での対応方針、具体的な犯罪情報を把握
した場合の情報提供のあり方等 

○ グレーゾーン事例のうち、医療・福祉による支援では
対応が難しいものについての他害防止の措置は、人
権保護等の観点から極めて慎重であるべき 

○ ９月に発出された防犯に係る点検項目通知を踏ま
えた各施設の取組を支援 

○ 権利擁護の視点を含めた職員研修の更なる 
   推進、処遇改善や心の健康管理面の強化等による
職場環境の改善 

４ 関係機関等の協力の推進 

５ 社会福祉施設等における対応 

３ 措置入院中の診療内容の充実 

○ 措置入院中の診療内容における留意事項が示されて
おらず、診断や治療方針の検討が不十分 

○ 医師の養成段階から生涯にわたる医学教育において、
退院後支援や薬物使用に関連する精神障害に関する内
容が不十分 

検証を通じて明らかになった課題 

○ 国が措置入院中の診療内容のガイドラインを 
   作成。診療報酬等の対応を検討 

○ 卒前・卒後教育の充実による専門知識を有する医
師の育成 

再発防止策の方向性 

再発防止策の方向性 

検証を通じて明らかになった課題 

検証を通じて明らかになった課題 

再発防止策の方向性 
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   帰住先の保健所設置自治体が退院後支援計画に沿って 
  支援全体を調整（転出後も確実に引き継ぎ） 

措置入院先病院 

  
 
  
      
 

退
院
後 

措
置
入
院
中 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

症状消退届 

○ 都道府県知事等が、全ての 
  措置入院患者を対象に、  退院後
支援計画の案を作成 

 
 
 
 

○ 計画案の作成に当たり 
  退院後支援の関係者が 
    参加する調整会議を開催 

○ 病院管理者が 
  退院後生活環境相談員を

選任（病院における退院後支援
の中心的役割） 

（措
置
解
除
の
手
続
） 

○ 病院管理者が、院内の多
職種で退院後支援ニーズ
アセスメントを実施 

 
 

○ 症状消退届に以下を記入 

    ①アセスメント結果 

  ②退院後支援計画案に関

する意見 
 
 

退院後の支援
について、 
制度的な 
対応なし 

訪問指導等に
関する意見等
（任意） 

※ 退院後支援のルール
を明文化しているのは
約１割の都道府県等 

都道府県
知事等 

○ 症状消退届を踏ま
えて措置解除 

○ 必要に応じて相談
指導 

従来 
措置入院先病院 

見直し後 

引き継ぎ
（通知） 

○ 都道府県知事等は、症状消退届を
踏まえて、措置解除 

    ※ 疑義があれば、原則として精神科医の

意見を聴く 
 

○ 措置入院先病院からの意見を踏ま
えて退院後支援計画を決定 

※ 帰住先の保健所設置自治体、入院先病院、 
 通院先医療機関   
  （必要に応じて、福祉サービス事業者、本人・家族） 等 
 

※ 他の入院を経由せずに通院となる患者は、
原則として精神科医の意見を聴いて作成 

症状消退届 

参加・調整 

都道府県知事・政令市長 

帰住先の保健所設置自治体（都道府県、保健所設置市、特別区） 

※ 措置解除後の移行先  
   「医療保護入院」（約５割）、「任意入院」（約２割）、 
  「通院等」（約３割） 
   引き続き入院する場合は、最後の退院時に計画を見直し 

（関係者で共有） 

退院後の医療等の継続支援の実施のために必要な対応について 参考資料 
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（２）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築について 

○ 長期入院精神障害者の地域移行を進めるにあたっては、精神科病院や地域援助事業者に
よる努力だけでは限界があり、自治体を含めた地域精神保健医療福祉の一体的な取組の推
進に加えて、地域住民の協力を得ながら、差別や偏見のない、あらゆる人が共生できる包摂
的（インクルーシブ）な社会を構築していく必要がある。 

○ このため、精神障害者が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができるよ
う、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を目指すことを、新たな政策理念とし
て明確化する。 

○ 具体的には、 

① 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムを構築するため、障害保健福祉圏域ごとの
保健・医療・福祉関係者による協議の場を通じて、精神科医療機関、その他の医療機関、地
域援助事業者、市町村などとの重層的な連携による支援体制を構築する。 

② 長期入院精神障害者のうち一定数は、地域の精神保健医療福祉体制の基盤を整備する
ことによって、地域生活への移行が可能であることから、平成32年度末・平成37年（2025年）
の精神病床における入院需要（患者数）及び、地域移行に伴う基盤整備量（利用者数）の目
標を明確にした上で、障害福祉計画等に基づき基盤整備を推し進める。 

○ 平成30年度からの障害福祉計画、介護保険事業計画、医療計画に基づき、地域の精神保
健医療福祉体制の基盤整備を計画的に推し進められるように、平成29年度においては、「精
神障害者地域移行・地域定着支援事業」「難治性精神疾患地域連携体制整備事業」を活用し、
効果的な保健・医療・福祉の一体的な取組の実施と、実効性のある計画づくりに取り組んでも
らいたい。 
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精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築（イメージ） 

○精神障害者が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができるよう、医療、障害福祉・介護、住まい、社会参加（就労）、地域の助け合
いが包括的に確保された地域包括ケアシステムの構築を目指す必要がある。 

○このような精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築にあたっては、計画的に地域の基盤を整備するとともに、市町村や障害福祉・介護事
業者が、精神障害の程度によらず地域生活に関する相談に対応できるように、圏域ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場を通じて、精神科
医療機関、その他の医療機関、地域援助事業者、市町村などとの重層的な連携による支援体制を構築していくことが必要。 

安心して自分らしく暮らすために･･･   

社会参加（就労）・地域の助け合い 

住まい 

 ・自宅（持ち家・借家・公営住宅等） 
 ・サービス付き高齢者向け住宅  等 

企業、ピア・サポート活動、自治会、ボランティア、NPO 等 

    市町村ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場、市町村 

障害保健福祉圏域ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場、保健所 

バックアップ 

バックアップ 

・地域包括支援センター（高齢） 

・精神保健福祉センター（複雑困難な相談） 
・発達障害者支援センター（発達障害） 
  ・保健所（精神保健専門相談） 
  ・障害者就業・生活支援センター（就労） 
  ・ハローワーク（就労） 

・市町村（精神保健・福祉一般相談） 
・基幹相談支援センター（障害） 

病気になったら･･･   

 医療 
 

お困りごとはなんでも相談･･･   

様々な相談窓口 

日常の医療： 
 ・かかりつけ医、有床診療所 
 ・精神科デイケア・精神科訪問看護 
 ・地域の連携病院 
 ・歯科医療、薬局 

病院： 
 急性期、回復期、慢性期 

介護・訓練等の支援が必要になったら･･･   

   障害福祉・介護 

（介護保険サービス） 
■在宅系： 
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護  
・小規模多機能型居宅介護 
・短期入所生活介護 

・福祉用具 

・24時間対応の訪問サービス 等 

■介護予防サービス 

■地域生活支援拠点 

（障害福祉サービス） 
■在宅系： 
・居宅介護 ・生活介護 
・短期入所  
・就労継続支援 
・自立訓練 等 

都道府県ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場、都道府県本庁・精神保健福祉センター・発達障害者支援センター 

バックアップ 

相談業務やサービスの 
コーディネートを行います。 

■施設・居住系サービス 
・介護老人福祉施設 
・介護老人保健施設 
・認知症共同生活介護 等 

■施設・居住系サービス 
・施設入所支援 
・共同生活援助 
・宿泊型自立訓練 等 

日常生活圏域 

基本圏域（市町村） 

障害保健福祉圏域 

※ 地域包括ケアシステムは、日常生活圏域
単位での構築を想定 

※ 精神障害にも対応した地域包括ケアシス
テムの構築にあたっては、障害保健福祉
圏域ごとに、精神科医療機関・その他の
医療機関・地域援助事業者・市町村によ
る連携支援体制を確保 

通所・入所 通院・入院 

圏域の考え方 

訪問 
訪問 

これからの精神保健医療福祉
のあ り方 に関す る検討会 
（ 第 ５ 回 ） 
Ｈ ２ ８ ． １ ２ ． ２ ２ 
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